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戦費調達のため日銀副総裁高橋是清は
ロンドンでの外債発行のための交渉を任
された。記事は1,000万ポンドの外債が
発行される見込みであることを伝える。 
（May 12, 1904）

革命後、ボリシェビキ政権は帝政時
代の債務支払の拒否を宣言した。こ
の宣言がアムステルダム証券取引所
を混乱させていることを伝える記事。
（December 10, 1917）

金本位制への復帰を巡ってはその是非が
論じられた。経済学者ケインズは復帰に
反対した。記事は、復帰が決定される1ヶ
月前にケインズが大蔵省の役人との会合
で反対の論拠を説明したことを伝える。 
（March 19, 1925）

「史上最悪の暴落が株式市場を襲っ
た。…過去の記録を大きく塗り替える
1,289万 5,000株が売りに出された。」
（October 25, 1929）

取付けが発生したニッカーボッカー信
託会社は経営破綻に追い込まれた。ア
メリカではこの恐慌を契機として連邦
準備銀行制度が生まれた。  
（October 23, 1907）

67億 5千万ポンドという巨額の賠償金
をドイツに課すことで連合国が合意に
達したことを伝える記事。  
（May 4, 1921）

鈴木商店の経営破綻を発端とする金
融恐慌に対処するため、政府が銀行
に 3週間の支払い猶予令を発令し
たことを伝える。  
（April 23, 1927）

オーストリア最大の銀行、クレジット・
アンシュタルト銀行の経営危機を伝え
る記事。その後、同銀行は破綻、信用
不安はドイツに波及した。  
（May 13, 1931）

戦争勃発によりロンドン証券取引所
は 7月 31日から1915年 1月 3日まで 
閉鎖された。  
（August 1, 1914）

「（ドイツの通貨）レンテンマルクが今後
も生き延びることができるかどうかが、
ベルリンの最も重大な関心事である」
（December 7, 1923）

イングランド銀行総裁ノーマン、ニュー
ヨーク連銀総裁ストロング、ライヒス
バンク総裁シャハト、フランス銀行
総裁リストが金本位制について協議。
史上初の主要国通貨当局者の協議。 
（July 2, 1927）

「金の自由な輸出停止。証券取引所は
終日休業。銀行は通常通り営業。1925
年以前の状況へ回帰。」  
（September 21, 1931）

1

4

7

10

2

5

8

11

3

6

9

12

  1904 日露戦争  ―  1
  1907 アメリカで恐慌  ―  2
  1914 第一次大戦勃発  ―  3
  1917 ロシア革命  ―  4
  1921 連合国、ドイツの賠償金額を決定  ―  5
  1923 ドイツでハイパーインフレーション  ―  6

  1925 イギリス、金本位制に復帰  ―  7
  1927 日本で金融恐慌  ―  8
  1927 英米独仏中央銀行総裁会議  ―  9
  1929 ウォール街で株暴落（ブラック・サーズデー）  ―  10
  1931 クレジット・アンシュタルト銀行破綻  ―  11
  1931 イギリス、金本位制離脱  ―  12

1888-1932



大統領は就任早々、金融危機の沈静
化に努めた。その強権的施策がウォー
ル街から支持を得ていると伝えている。
（March 10, 1933）

第二次大戦後の経済体制について協議
したブレトン・ウッズ会議では為替安
定化基金（IMF）と国際復興開発銀行
の設立が合意された。  
（July 24, 1944）

50億ドルの為替安定基金の創設等を
内容とする。翌年のブレトン・ウッズ協
定の骨子は本案に基づく。  
（April 6, 1943）

極度のモノ不足と生産性の低下によって齎
されたインフレは史上最大のハイパーインフ
レーションとされる。記事によればイギリス
への郵便料金は戦前の0.3ペンゲーから4,300
億ペンゲーになった。（June 25, 1946）

「ニクソン大統領の発表は、戦争直後
に新しい金融・貿易秩序の構築と米
国による対外経済復興支援とともに始
まった時代の終焉を告げるものである。」
（August 17, 1971）

米国の国際収支赤字を背景に大量の
金が米国から流出したことによりド
ル危機が深刻化、2年後のニクショ
ン・ショックを予告する事態となった。 
（March 14, 1968）

800億ドルを超える対外債務と外貨流
出に見舞われたメキシコは、債権者
である外国銀行への債務返済猶予の
要請を迫られた。  
（August 20, 1982）

第四次中東戦争の最中、湾岸産油諸国
が石油メジャーとの交渉を打ち切り、原
油価格を 66%上げることを決定した。
（October 17, 1973）

米国のホワイト案の翌日に掲載された
ケインズ案に関する記事。バンコール
という国際通貨の創設等を内容とする。
（April 7, 1943）

イギリス政府は 11月18日、ポンドの
対ドル平価を 2.8ドルから 2.4ドルへ切
り下げた。通貨切り下げという国家の威
信に関わる問題を FTは 6ページに亘
り取り上げた。（November 20, 1967）

変動相場制への移行は一時的な解決策
に過ぎないとの社説。当時の世論は固
定相場制が回復されると考えていたこ
とを示している。  
（February 13, 1973）

米国の巨額の貿易赤字を削減するた
めに、各国が為替市場に協調介入
し、ドル安へ誘導することで合意した。
（September 23, 1985）
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  1933 ルーズベルト、米国大統領に就任  ―  1
  1939 第二次大戦勃発
  1943 米国、国際通貨制度再建案（ホワイト案）を発表  ―  2
  1943 英国、国際通貨制度再建案（ケインズ案）を発表  ―  3
  1944 ブレトン・ウッズ会議  ―  4
  1946 ハンガリーでハイパーインフレーション  ―  5
  1967 ポンド危機  ―  6

  1968 大量の金が米国から流出  ―  7
  1970 ドルと金の兌換停止（ニクソン・ショック）  ―  8
  1973 主要国、変動相場制へ移行  ―  9
  1973 オイル・ショック  ―  10
  1982 メキシコ債務危機  ―  11
  1985 G5蔵相・中銀総裁によるプラザ合意  ―  12

1933-1985



出だしの躓きはあったものの、取引
コストが低下し、サービスが向上し
たと、ビッグバンを社説で高く評価。
（February 16, 1987）

公定歩合を 5%から15%に引き上げて
もポンド価値を防衛することに失敗し
たイギリスは欧州為替相場メカニズム
（ERM）からの離脱を余儀なくされた。
（September 17, 1992）

山一証券が経営破綻し廃業を発表し
た翌日、株式市場が急落する中、世界
各国の金融当局が金融市場の安定化
に向けて政策を実行することを伝える。
（November 25, 1997）

「アルゼンチン国民、デフォルトの決定
を歓迎」1,550億ドルに達する対外債
務不履行宣言は史上最大のソブリン・
デフォルトとなった。  
（December 24, 2001）

ウォール街で株価が急落、下落率は
1929年 10月のブラック・サーズデー 
を上回った。  
（October 20, 1987）

他の銀行による救済が断念され、公的
資金の投入も見送られた結果、イギリス
最古のマーチャントバンクは破綻した。
（February 27, 1995）

ヘッジファンド LTCMはロシア通貨危
機の際、経営破綻に追い込まれた。ノー
ベル経済学賞受賞者が経営に携わる
頭脳集団の経営破綻は衝撃を与えた。
（September 25, 1998）

2001年から続けられた量的緩和政策
の停止を日本銀行が決定した翌日の社
説。日本経済の現状から考えて、停
止は時期尚早であると論じている。
（March 10, 2006）

「ジャンク・ボンドの帝王」と呼ば
れたマイケル・ミルケンはインサ
イダー取引、株価操作等の容疑で
SECに告発された。  
（September 9, 1988）

タイを発端とする通貨危機は、その後
フィリピン、マレーシア、インドネシ
ア、韓国を襲った。  
（July 7, 1997）

ユーロ圏諸国間での権限と税の調整を
めぐる意見の隔たりが残る中でのユー
ロ船出となった。  
（January 2, 1999）

リーマンの破綻とメリル・リンチのバン
ク・オブ・アメリカへの売却にAIGの
経営危機説が重なり、同時多発テロ以
来の株価下落となった。  
（September 16, 2008）
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  1986 シティの金融ビッグバン  ―  1
  1987 ウォール街で株価急落（ブラック・マンデー）  ―  2
  1988 SEC、マイケル・ミルケンを告発  ―  3
  1992 ポンド危機  ―  4
  1995 ベアリングス銀行破綻  ―  5
  1997 アジア金融危機  ―  6

  1997 山一証券破綻  ―  7
  1998 ヘッジファンド LTCM破綻  ―  8
  1999 ユーロ発足  ―  9
  2001 アルゼンチン、債務デフォルト  ―  10
  2001 日銀、量的緩和を開始（2006年まで）  ―  11
  2008 リーマンショック  ―  12

1986-2021
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ロンドン・シティの株式仲買人のバイブルから 
世界のビジネスパーソンのためのグローバル経済紙へ

本データベースは、イギリスの日刊経済紙『フィナンシャル・タイムズ（FT）』の創刊号か
ら2021 年までの記事を電子化、原紙のイメージを忠実に再現し、全文検索を可能にし
たものです。
19 世紀末、イギリスはドイツやアメリカなどの新興国に世界の工場の地位を譲り、海外へ
の投資からの収益に活路を見出していました。これを支えた金融センターであるロンドン
のシティに正確で迅速な金融情報を提供するために創刊されたのが FT です。創刊当時
は「正直な金融人、誠実な投資家、公正な株式仲買人」のための新聞であると謳ってい
ました。その後もこの精神は生き続け、競合紙が誤報などにより読者を失う中にあって手
堅い報道を続けたため、「株式仲買人のバイブル」と称されるようになりました。1945 年、
ライバル紙の『フィナンシャル・ニュース（Financial News）』と合併した FT は、金融以
外の記事欄の充実を図り、シティのための金融専門紙から全国紙へと脱皮します。さらに、
1970 年代末にフランクフルトで欧州版を発行したのを皮切りに、アメリカ、アジア諸国へ
拠点を拡大し、現在では世界各国で発行されるグローバルな新聞へと更なる脱皮を遂げ
ています。
FT はイギリスの日刊紙の中では、国内の発行部数を国外の発行部数が上回った初めて
の新聞です。経済、金融から政治、社会、芸術、科学技術に及ぶ幅広い記事だけでなく、
コラム、特集もFT の強みの一つです。特に、アジェンダを設定するコラムと位置付けら
れるレックス・コラム（Lex Column）は、そのシャープな切り口によって、世界のビジネスパー
ソンにより読まれています。また、毎週土曜日に掲載されるライフスタイル関係の記事とし
てスタートし、後に月刊の高級ライフスタイル雑誌に発展した How to Spend It は富裕層
をターゲットにしています。正確な金融情報を投資家に伝えるという使命を担ってきた FT
は、創刊以来、株式、国債、外国債券、通貨、商品の価格情報を日次で提供してきま
した。これらに加え、1920 年代以降は卸売物価指数、生産性指数、FT30 種工業株
価指数、FTSE100 種総合株価指数などインデックス情報を通して価格の変動をより正確
に測定するツールの提供に努めてきました。シティの株式仲買人のための新聞としてスター
トした FT は、今では世界のビジネスパーソンのための新聞として、発信を続けています。
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